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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）結晶性樹脂１００質量部に対して、（Ｂ）樹脂添加剤１００～３００質量部、（
Ｃ）脂肪酸以外の有機酸の金属塩０．１～１０質量部および（Ｄ）ゲル化剤０．１～１０
質量部を含有する樹脂添加剤マスターバッチであって、
　前記（Ｂ）樹脂添加剤が、２５０℃まで加熱して溶融後、８０℃まで冷却して３０分間
保持した場合に液状を保持する樹脂添加剤であり、前記（Ｄ）ゲル化剤が下記一般式（５
）、

（式中、Ｒ９～Ｒ１３は各々独立に水素原子、ハロゲン原子又は炭素原子数１～４のアル
キル基を表す。）で表されるジベンジリデンソルビトール化合物であることを特徴とする
樹脂添加剤マスターバッチ。
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【請求項２】
　（Ａ）結晶性樹脂１００質量部に対して、（Ｂ）樹脂添加剤１００～３００質量部、（
Ｃ）脂肪酸以外の有機酸の金属塩０．１～１０質量部および（Ｄ）ゲル化剤０．１～１０
質量部を含有する樹脂添加剤マスターバッチであって、
　前記（Ｂ）樹脂添加剤が、２５０℃まで加熱して溶融後、８０℃まで冷却して３０分間
保持した場合に液状を保持する樹脂添加剤であり、前記（Ｄ）ゲル化剤が１２－ヒドロキ
システアリン酸、１２－ヒドロキシステアリン酸のアルカリ金属又はアルカリ土類金属塩
、及び１２－ヒドロキシステアリン酸アミド化合物の群から選ばれる１２－ヒドロキシス
テアリン酸系化合物であることを特徴とする樹脂添加剤マスターバッチ。
【請求項３】
　前記（Ｃ）脂肪酸以外の有機酸の金属塩が下記一般式（１）で表される芳香族リン酸エ
ステル塩、下記一般式（２）で表される芳香族カルボン酸塩、及び下記一般式（３）又は
下記一般式（４）で表される脂環式カルボン酸塩のいずれか１種以上である請求項１また
は２に記載の樹脂添加剤マスターバッチ。

（式中、Ｍ１はアルカリ金属、アルカリ土類金属又はアルミニウムのいずれかを表し、ｎ
はＭ１がアルカリ金属のときは１を、アルカリ土類金属のときは１又は２を、アルミニウ
ムのときは１、２又は３を表し、ｍはｎがＭ１の価数と同一のときは０を、ｎがＭ１の価
数より１小さいときは１を、２小さいときは２を表し、Ｒ１～Ｒ４は各々独立に、水素原
子又は炭素原子数１～８のアルキル基を表し、Ｘは直接結合又は炭素原子数１～４のアル
カンジイル基を表す。）

（式中、Ｍ２はアルカリ金属、アルカリ土類金属又はアルミニウムのいずれかを表し、ｐ
はＭ２がアルカリ金属のときは１を、アルカリ土類金属のときは１又は２を、アルミニウ
ムのときは１、２又は３を表し、ｑはｐがＭ２の価数と同一のときは０を、ｐがＭ２の価
数より１小さいときは１を、２小さいときは２を表し、Ｒ５は水素原子又は炭素原子数１
～８のアルキル基を表す。）

（式中、Ｙはメチレン又はエチレンを、Ｍ３及びＭ４はアルカリ金属を表す。）
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（式中、Ｒ６～Ｒ８は水素原子又は炭素原子数１～８のアルキル基を、Ｍ５はアルカリ金
属又はアルカリ土類金属を、ｒは１または２を表す。）
【請求項４】
　前記（Ａ）結晶性樹脂がポリオレフィン樹脂である請求項１～３のいずれか一項に記載
の樹脂添加剤マスターバッチ。
【請求項５】
　前記（Ｂ）樹脂添加剤が、フェノール系酸化防止剤、リン系酸化防止剤、硫黄系酸化防
止剤、紫外線吸収剤、ヒンダードアミン化合物のいずれか、またはこれらの組合せである
請求項１～４のいずれか一項に記載の樹脂添加剤マスターバッチ。
【請求項６】
　前記（Ｂ）樹脂添加剤が、下記一般式（６）、

（式中、Ｒ１４は水素原子、炭素原子数１～４のアルキル基又はヒドロキシ基で置換され
たアルキル基、アルコキシ基、ヒドロキシ基で置換されたアルコキシ基、アルカノイル基
、アルカノイルオキシ基、ベンゾイル基又はベンゾイルオキシ基を、Ｒ１５は炭素原子数
５～２１のアルキル基を表す。）で表されるヒンダードアミン化合物を（Ｂ）樹脂添加剤
中１０質量％以上含むものである請求項１～５のいずれか一項に記載の樹脂添加剤マスタ
ーバッチ。
【請求項７】
　前記（Ｂ）樹脂添加剤が、下記一般式（７）、

（式中、Ｒ１６及びＲ１７は炭素原子数１～８のアルキル基を表し、Ｒ１８は炭素原子数
１～３０のアルキル基を表す。）で表される安息香酸エステル化合物を（Ｂ）樹脂添加剤
中１０質量％以上含むものである請求項１～６のいずれか一項に記載の樹脂添加剤マスタ
ーバッチ。
【請求項８】
　（Ｅ）ゲル化剤の融点降下剤を前記（Ｄ）ゲル化剤１００質量部に対して１～３０質量
部含有する請求項１～７のいずれか一項に記載の樹脂添加剤マスターバッチ。
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【請求項９】
　（Ａ）結晶性樹脂１００質量部に対して、２５０℃まで加熱して溶融後、８０℃まで冷
却して３０分間保持した場合に液状を保持する（Ｂ）樹脂添加剤１００～３００質量部を
含有する樹脂添加剤マスターバッチの製造方法であって、
　前記（Ａ）結晶性樹脂１００質量部に対して、（Ｃ）脂肪酸以外の有機酸の金属塩０．
１～１０質量部および（Ｄ）ゲル化剤０．１～１０質量部を配合することを特徴とする樹
脂添加剤マスターバッチの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は樹脂添加剤マスターバッチに関し、詳しくは、低融点の樹脂添加剤を高濃度で
含有し、かつ、生産性および表面のべとつきが改善された樹脂添加剤マスターバッチに関
する。
【背景技術】
【０００２】
　フェノール系酸化防止剤、紫外線吸収剤、ヒンダードアミン化合物等の樹脂添加剤は、
合成樹脂等の有機物の光や熱による劣化を抑制することが知られている。
【０００３】
　これら樹脂添加剤として用いられる化合物は、テトラキス（３－（３，５－ジ第三ブチ
ル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシメチル）メタン、トリス（２，４－ジ
第三ブチルフェニル）ホスファイト等、一般に融点が高く、樹脂の可塑化や、樹脂からの
揮散が小さい化合物が好ましい。しかし、あまり高分子量化すると、樹脂中で該添加剤が
移動できないために、安定化効果が小さくなる傾向にある。
【０００４】
　一方、ステアリル（３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート
やビス（２，２，６，６－テトラメチルピペリジル）セバケート等の低融点の化合物は、
比較的分子量が小さく、初期の安定化効果に優れるものの、樹脂から揮散しやすいために
長期の安定化効果に乏しい。また、これら低融点の化合物は、液状であったり、粘調であ
ったり、粉末状であったものが保存時にケーキングにより大きな塊になる等して取扱い性
が悪く、取扱い性を改良するにはマスターバッチ化する必要があった。
【０００５】
　しかし、一般的に樹脂添加剤として用いられる化合物は、結晶樹脂に用いた場合には樹
脂への相溶性が低く、高濃度で配合したマスターバッチを作製すると、該マスターバッチ
のペレット表面に該添加剤化合物が染み出してペレットがケーキングする問題があった。
このため結晶樹脂１００質量部に対して５０質量部程度しか配合できず、マスターバッチ
化するメリットが小さかった。
【０００６】
　特に、ピペリジノール類と脂肪酸とを反応させて得られるヒンダードアミン化合物は、
優れた耐候性付与効果を示すものの、低分子量で液状になりやすく、取扱い性を改良する
ためにマスターバッチ化する場合には、マスターバッチ化した樹脂組成物の表面に添加剤
がしみ出して粘着性を示すため、低濃度のマスターバッチにする必要があった。また、高
濃度にするとマスターバッチの製造時にストランドの腰が弱くなって、マスターバッチを
安定して連続生産できないという問題もあった。
【０００７】
　添加剤の取扱い性等を改善する方法としては、例えば、吸油性重合体を用いてマスター
バッチ化することでべたつきを抑制すること（特許文献１）、芯層と鞘層を有するマスタ
ーバッチとすることでストランド切れを防止すること（特許文献２）、有機酸金属塩を用
いてマスターバッチ化することでべたつきを抑制し且つストランド切れを防止すること（
特許文献３）、マイクロカプセル化すること（特許文献４）、低融点難燃剤の結晶化を促
進することで粉体特性を改良する方法（特許文献５）等が提案されており、これらはいず
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れも液状、低融点添加剤の取扱い性改善策となる技術である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平９－５２９５６号公報（特許請求の範囲）
【特許文献２】特開２０００－８０１７２号公報（特許請求の範囲）
【特許文献３】特開２００８－１８９８２２号公報（特許請求の範囲）
【特許文献４】特表平１０－５１２３２０号公報（特許請求の範囲）
【特許文献５】特開平９－８７２９０号公報（特許請求の範囲）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、マスターバッチ化は前述のように高濃度品の製造が困難であり、特許文
献１に開示されているように吸油性重合体を用いると、得られる樹脂組成物中に吸油性重
合体が残留してしまう。また、マイクロカプセル化は高コストであり、結晶化の促進は、
非晶質に比べて取扱い性は向上するものの液状品には適用できず、結晶品が低融点の場合
はケーキング防止効果が小さい等、従来の方法では、取扱い性の改善効果は限られていた
。
【００１０】
　そこで本発明の目的は、前記問題を解消して、従来のような他の問題を生ずることなく
、低融点（８０℃以下）の樹脂添加剤を高濃度で配合することができ、かつ、ストランド
の切断なく連続生産が可能であるとともにマスターバッチ表面のベトツキについても改善
した樹脂添加剤マスターバッチを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者等は、かかる現状に鑑みて鋭意検討を重ねた結果、２５０℃まで加熱して溶融
後８０℃まで冷却して３０分間保持した場合に液状を保持する樹脂添加剤を結晶性樹脂に
配合した添加剤マスターバッチに、特定の金属塩化合物及びゲル化剤を所定量にて配合す
ることで、上記課題を解決しうることを見出し本発明を完成するに至った。
【００１２】
　すなわち、本発明の樹脂添加剤マスターバッチは、（Ａ）結晶性樹脂１００質量部に対
して、（Ｂ）樹脂添加剤１００～３００質量部、（Ｃ）脂肪酸以外の有機酸の金属塩０．
１～１０質量部および（Ｄ）ゲル化剤０．１～１０質量部を含有する樹脂添加剤マスター
バッチであって、
　前記（Ｂ）樹脂添加剤が、２５０℃まで加熱して溶融後、８０℃まで冷却して３０分間
保持した場合に液状を保持する樹脂添加剤であり、前記（Ｄ）ゲル化剤が下記一般式（５
）、

（式中、Ｒ９～Ｒ１３は各々独立に水素原子、ハロゲン原子又は炭素原子数１～４のアル
キル基を表す。）で表されるジベンジリデンソルビトール化合物であることを特徴とする
ものである。また、本発明の他の樹脂添加剤マスターバッチは、（Ａ）結晶性樹脂１００
質量部に対して、（Ｂ）樹脂添加剤１００～３００質量部、（Ｃ）脂肪酸以外の有機酸の
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金属塩０．１～１０質量部および（Ｄ）ゲル化剤０．１～１０質量部を含有する樹脂添加
剤マスターバッチであって、
　前記（Ｂ）樹脂添加剤が、２５０℃まで加熱して溶融後、８０℃まで冷却して３０分間
保持した場合に液状を保持する樹脂添加剤であり、前記（Ｄ）ゲル化剤が１２－ヒドロキ
システアリン酸、１２－ヒドロキシステアリン酸のアルカリ金属又はアルカリ土類金属塩
、及び１２－ヒドロキシステアリン酸アミド化合物の群から選ばれる１２－ヒドロキシス
テアリン酸系化合物であることを特徴とするものである。
【００１３】
　本発明の樹脂添加剤マスターバッチは、前記（Ｃ）脂肪酸以外の有機酸の金属塩が下記
一般式（１）で表される芳香族リン酸エステル塩、下記一般式（２）で表される芳香族カ
ルボン酸塩、及び下記一般式（３）又は下記一般式（４）で表される脂環式カルボン酸塩
のいずれか１種以上であることが好ましい。

（式中、Ｍ１はアルカリ金属、アルカリ土類金属又はアルミニウムのいずれかを表し、ｎ
はＭ１がアルカリ金属のときは１を、アルカリ土類金属のときは１又は２を、アルミニウ
ムのときは１、２又は３を表し、ｍはｎがＭ１の価数と同一のときは０を、ｎがＭ１の価
数より１小さいときは１を、２小さいときは２を表し、Ｒ１～Ｒ４は各々独立に、水素原
子又は炭素原子数１～８のアルキル基を表し、Ｘは直接結合又は炭素原子数１～４のアル
カンジイル基を表す。）

（式中、Ｍ２はアルカリ金属、アルカリ土類金属又はアルミニウムのいずれかを表し、ｐ
はＭ２がアルカリ金属のときは１を、アルカリ土類金属のときは１又は２を、アルミニウ
ムのときは１、２又は３を表し、ｑはｐがＭ２の価数と同一のときは０を、ｐがＭ２の価
数より１小さいときは１を、２小さいときは２を表し、Ｒ５は水素原子又は炭素原子数１
～８のアルキル基を表す。）

（式中、Ｙはメチレン又はエチレンを、Ｍ３及びＭ４はアルカリ金属を表す。）
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（式中、Ｒ６～Ｒ８は水素原子又は炭素原子数１～８のアルキル基を、Ｍ５はアルカリ金
属又はアルカリ土類金属を、ｒは１または２を表す。）
【００１６】
　また、本発明の樹脂添加剤マスターバッチは、前記（Ａ）結晶性樹脂としてポリオレフ
ィン樹脂を好適に用いることができる。
【００１７】
　また、本発明の樹脂添加剤マスターバッチは、前記（Ｂ）樹脂添加剤が、フェノール系
酸化防止剤、リン系酸化防止剤、硫黄系酸化防止剤、紫外線吸収剤、ヒンダードアミン化
合物のいずれか、またはこれらの組合せであることが好ましい。
【００１８】
　さらに、本発明の樹脂添加剤マスターバッチは、前記（Ｂ）樹脂添加剤が、下記一般式
（６）、

（式中、Ｒ１４は水素原子、炭素原子数１～４のアルキル基又はヒドロキシ基で置換され
たアルキル基、アルコキシ基、ヒドロキシ基で置換されたアルコキシ基、アルカノイル基
、アルカノイルオキシ基、ベンゾイル基又はベンゾイルオキシ基を、Ｒ１５は炭素原子数
５～２１のアルキル基を表す。）で表されるヒンダードアミン化合物を（Ｂ）樹脂添加剤
中１０質量％以上含むものであることが好ましい。
【００１９】
　また、本発明の樹脂添加剤マスターバッチは、前記（Ｂ）樹脂添加剤が、下記一般式（
７）、

（式中、Ｒ１６及びＲ１７は炭素原子数１～８のアルキル基を表し、Ｒ１８は炭素原子数
１～３０のアルキル基を表す。）で表される安息香酸エステル化合物を（Ｂ）樹脂添加剤
中１０質量％以上含むものであることが好ましい。
【００２０】
　また、本発明の樹脂添加剤マスターバッチは、（Ｅ）ゲル化剤の融点降下剤を前記（Ｄ



(8) JP 5680879 B2 2015.3.4

10

20

30

40

50

）ゲル化剤１００質量部に対して１～３０質量部含有することが好ましい。
【００２１】
　本発明の樹脂添加剤マスターバッチの製造方法は、（Ａ）結晶性樹脂１００質量部に対
して、２５０℃まで加熱して溶融後、８０℃まで冷却して３０分間保持した場合に液状を
保持する（Ｂ）樹脂添加剤１００～３００質量部を含有する樹脂添加剤マスターバッチの
製造方法であって、
　前記（Ａ）結晶性樹脂１００質量部に対して、（Ｃ）脂肪酸以外の有機酸の金属塩０．
１～１０質量部および（Ｄ）ゲル化剤０．１～１０質量部を配合することを特徴とするも
のである。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明により、低融点（８０℃以下）の樹脂添加剤を高濃度で配合することができ、か
つ、ストランドの切断なく連続生産が可能であるとともにマスターバッチ表面のベトツキ
についても改善した樹脂添加剤マスターバッチを提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下に、本発明の好適実施形態について詳細に説明する。
【００２４】
　本発明の樹脂添加剤マスターバッチは、（Ａ）結晶性樹脂１００質量部に対して、（Ｂ
）樹脂添加剤１００～９００質量部、（Ｃ）脂肪酸以外の有機酸の金属塩０．１～１０質
量部および（Ｄ）ゲル化剤０．１～１０質量部を含有する樹脂添加剤マスターバッチであ
り、（Ｂ）樹脂添加剤が、２５０℃まで加熱して溶融後、８０℃まで冷却して３０分間保
持した場合に液状を保持する樹脂添加剤であることを特徴とするものである。
【００２５】
　本発明に係る（Ａ）結晶性樹脂としては、例えば、低密度ポリエチレン、直鎖状低密度
ポリエチレン、高密度ポリエチレン、アイソタクチックポリプロピレン、シンジオタクチ
ックポリプロピレン、ヘミアイソタクチックポリプロピレン、シクロオレフィンポリマー
、ステレオブロックポリプロピレン、ポリブテン－１、ポリ－３－メチル－１－ブテン、
ポリ－３－メチル－１－ペンテン、ポリ－４－メチル－１－ペンテン等のα－オレフィン
重合体、エチレン／プロピレンブロック又はランダム共重合体等のα－オレフィン共重合
体等のポリオレフィン系樹脂；ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレー
ト、ポリヘキサメチレンテレフタレート等のポリエステル系樹脂；ポリフェニレンスルフ
ィド等のポリスルフィド系樹脂；ポリ乳酸、ポリカプロラクトン等の脂肪族ヒドロキシカ
ルボン酸系樹脂；ポリヘキサメチレンアジパミド等の直鎖ポリアミド系樹脂；シンジオタ
クチックポリスチレン等の結晶性のポリスチレン系樹脂；ポリイミド、ポリアミドイミド
、アクリル酸、メタクリル酸、ナイロン等の縮合系樹脂等が挙げられる。
【００２６】
　前記結晶性樹脂の中では、本発明の効果が顕著であるポリオレフィン系樹脂、ポリエチ
レンテレフタレート及びポリブチレンテレフタレート等のポリエステル系樹脂及び脂肪族
ヒドロキシカルボン酸系樹脂、並びにポリ乳酸が好適であり、特に、ポリプロピレン、エ
チレン／プロピレンブロック又はランダム共重合体、エチレン以外のα－オレフィン／プ
ロピレンブロック又はランダム共重合体及びこれらのプロピレン系重合体と他のα－オレ
フィン重合体との混合物等のポリプロピレン系樹脂、ポリエチレン等のポリオレフィン系
樹脂が好適である。
【００２７】
　本発明に係る（Ｂ）樹脂添加剤は、２５０℃まで加熱して溶融後８０℃まで冷却して３
０分間保持した場合に液状を保持する樹脂添加剤または樹脂添加剤混合物である。樹脂添
加剤の種類としては、フェノール系酸化防止剤、リン系酸化防止剤、チオエーテル系酸化
防止剤、ヒンダードアミン化合物、紫外線吸収剤、リン酸エステル系難燃剤及びこれらの
混合物等が挙げられる。また、本発明に係る樹脂添加剤マスターバッチは、２５０℃まで
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加熱して溶融後８０℃まで冷却して３０分間保持した場合に液状を保持する樹脂添加剤以
外の樹脂添加剤を含有していてもよい。
【００２８】
　前記（Ｂ）樹脂添加剤のフェノール系酸化防止剤としては、例えば、ステアリル（３，
５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、チオビス（３－（３，５
－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシ）エチル、トリエチレン
グリコールビス〔（３－第三ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プロピオネ
ート〕、２－メチル－４，６－ビス（オクチルチオメチル）フェノール、２，４－ジメチ
ル－６－（１－メチルペンタデシル）フェノール、分岐を有するＣ７－９混合アルコール
と（３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオン酸のエステル等が挙げ
られる。
【００２９】
　前記（Ｂ）樹脂添加剤のリン系酸化防止剤としては、例えば、トリスノニルフェニルホ
スファイト、トリデシルホスファイト、オクチルジフェニルホスファイト、ジ（デシル）
モノフェニルホスファイト、ジ（トリデシル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ジ
（ノニルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、テトラ（トリデシル）イソプ
ロピリデンジフェノールジホスファイト、テトラ（トリデシル）－４，４’－ｎ－ブチリ
デンビス（２－第三ブチル－５－メチルフェノール）ジホスファイト、ヘキサ（トリデシ
ル）－１，１，３－トリス（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－第三ブチルフェニル）ブ
タントリホスファイト、テトラキス（２，４－ジ第三ブチルフェニル）ビフェニレンジホ
スホナイト、２，２’－メチレンビス（４，６－第三ブチルフェニル）－オクタデシルホ
スファイト等が挙げられる。
【００３０】
　前記（Ｂ）樹脂添加剤のチオエーテル系酸化防止剤としては、例えば、ジラウリルチオ
ジプロピオネート、ジトリデシルチオジプロピオネート、ジステアリルチオジプロピオネ
ート、ペンタエリスリトールテトラキス（３－ドデシルチオプロピオネート）、４，４－
チオビス（２－第三ブチル－５－メチルフェノール）ビス－３－（ドデシルチオ）プロピ
オネート等が挙げられる。
【００３１】
　前記（Ｂ）樹脂添加剤のヒンダードアミン化合物としては、例えば、２，２，６，６－
テトラメチル－４－ピペリジノール脂肪酸エステル、ビス（１，２，２，６，６－ペンタ
メチル－４－ピペリジル）セバケートとメチル－１，２，２，６，６－ペンタメチル－４
－ピペリジルセバケートの混合物、１，２，２，６，６－ペンタメチルピペリジノールと
トリデシルアルコールの混合アルコールとブタンテトラカルボン酸のテトラエステル、２
，２，６，６－テトラメチルピペリジノールとトリデシルアルコールの混合アルコールと
ブタンテトラカルボン酸のテトラエステル、ビス（１－オクチルオキシ－２，２，６，６
－ペンタメチル－４－ピペリジル）セバケート、１－（２－ヒドロキシエチル）－２，２
，６，６－テトラメチル－４－ピペリジノールとブタンジオイックアシッドのポリエステ
ル、２，２，６，６－テトラメチル－４－（２－プロペニルオキシ）ピペリジンとメチル
ハイドロジェンシロキサンの反応物、ドデシル－３－（２，２，４，４－テトラメチル－
２１－オキソ－７－オキサ－３，２０－ジアゾジスピロ（５．１．１１．２）ヘンイコサ
ン－２０－イル）プロピオネートとテトラデシル－３－（２，２，４，４－テトラメチル
－２１－オキソ－７－オキサ－３，２０－ジアゾジスピロ（５．１．１１．２）ヘンイコ
サン－２０－イル）プロピオネートの混合物、ドデシル－Ｎ－（２，２，６，６－テトラ
メチルピペリジン－４－イル）－ｂ－アラニネートとテトラデシル－Ｎ－（２，２，６，
６－テトラメチルピペリジン－４－イル）－ｂ－アラニネートの混合物、３－ドデシル－
Ｎ－（２，２，６，６－テトラメチルピペリジン－４－イル）スクシンイミド、２－ドデ
シル－Ｎ－（１－アセチル－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン－４－イル）等が
挙げられる。
【００３２】
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　前記紫外線吸収剤としては、サリチル酸系紫外線吸収剤、ベンゾフェノン系紫外線吸収
剤、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤、シアノアクリレート系紫外線吸収剤等が挙げら
れる。例えば、ヘキサデシル－３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシベンゾエート、２
－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－オクトキシベンゾフ
ェノン、２－ヒドロキシ－４－ドデシルオキシベンゾフェノン、Ｃ７－９混合アルコール
と３－（３－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）－４－ヒドロキシ－５－第三ブチ
ルフェニル）プロピオン酸のエステル、ポリエチレングリコールと３－（３－（２Ｈ－ベ
ンゾトリアゾール－２－イル）－４－ヒドロキシ－５－第三ブチルフェニル）プロピオン
酸のエステル、２－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）－４－メチル－６－ドデシ
ルフェノール（ドデシル基は直鎖と分岐の混合物）、オクタノールと３－（３－（５－ク
ロロ－２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）－４－ヒドロキシ－５－第三ブチルフェニ
ル）プロピオン酸のエステル、２－（４－イソオクチルオキシフェニル）－４，６－ビス
（２，４－ジメチルフェニル）－１，３，５－トリアジン、２－（２－ヒドロキシ－４－
（３－（２－エチルヘキシル－１－オキシ）－２－ヒドロキシプロピルオキシ）フェニル
）－４，６－ビス（２，４－ジメチルフェニル）－１，３，５－トリアジン、２’－エチ
ルヘキシル－２－シアノ－３－フェニルシンナメート、Ｎ－（２－エトキシフェニル）－
Ｎ’－（４－イソドデシルフェニル）オキサミド等が挙げられる。
【００３３】
　前記（Ｂ）樹脂添加剤のリン酸エステル系難燃剤としては、リン酸エステル化合物、縮
合リン酸エステル化合物等が挙げられ、より具体的には２－エチルヘキシルジフェニルホ
スフェート、レゾルシノールビス（ジフェニルホスフェート）、ビスフェノールＡビス（
ジフェニルホスフェート）等が挙げられる。
【００３４】
　本発明に係る前記（Ｂ）樹脂添加剤は、これらの単独又はこれらを含む混合物であって
もよく、脂肪族アルコールや脂肪酸を原料とする化合物においては、混合アルコールや混
合脂肪酸から得られる混合エステル化合物（混基エステル化合物）、混合アミド化合物（
混基アミド化合物）等の混合物であってもよい。
【００３５】
　さらに、本発明に係る前記（Ｂ）樹脂添加剤化合物は、（Ａ）結晶性樹脂１００質量部
に対し、１００～９００質量部にて配合することが必要であり、好ましくは、１５０～６
００質量部である。配合量が１００質量部未満であると、高濃度樹脂マスターバッチのメ
リットが小さくなり、一方、９００質量部を超えると、添加された化合物が滲出しやすく
なり、マスターバッチのケーキングが生じて、保存安定性が低下してしまう。
【００３６】
　本発明に係る（Ｃ）脂肪酸以外の有機酸の金属塩とは、脂肪酸以外の有機酸の金属塩で
あれば特に限定されず使用することができ、例えば、芳香族リン酸エステル塩、芳香族カ
ルボン酸塩、脂環族カルボン酸塩、スルホン酸アミド塩及び芳香族スルホン酸塩が好適に
使用でき、中でも、前記一般式（１）～（４）のうちいずれかで表される芳香族リン酸エ
ステル塩、芳香族カルボン酸塩及び脂環族カルボン酸塩がより好適に使用できる。
【００３７】
　また、前記（Ｃ）脂肪酸以外の有機酸の金属塩における金属とは、例えば、アルカリ金
属、アルカリ土類金属、アルミニウム、チタニウム、マンガン、鉄、亜鉛、珪素、ジルコ
ニウム、イットリウム、及びハフニウム等が挙げられる。
【００３８】
　前記一般式（１）におけるＲ１～Ｒ４で表わされる炭素原子数１～８のアルキル基とし
ては、例えば、メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、ブチル、イソブチル、第二ブ
チル、第三ブチル、ペンチル、第二ペンチル、第三ペンチル、ヘキシル、ヘプチル、オク
チル、イソオクチル、２－エチルヘキシル、第三オクチル等が挙げられ、中でも本発明の
効果の観点から炭素原子数１～５のアルキル基が好ましく、特に第三ブチル基が好ましい
。
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【００３９】
　前記一般式（１）におけるＸで表わされる炭素原子数１～４のアルカンジイル基として
は、例えば、メタンジイル基、エタンジイル基、プロパンジイル基、ブタンジイル基等が
挙げられ、中でも本発明の効果の観点から、メタンジイル基又はエタンジイル基が好まし
い。
【００４０】
　前記一般式（１）におけるＭ１はアルカリ金属、アルカリ土類金属又はアルミニウムを
表わし、アルカリ金属としては、ナトリウム、カリウム、リチウムが挙げられ、アルカリ
土類金属としては、マグネシウム、カルシウム、ストロンチウム、バリウム等が挙げられ
る。中でも、ナトリウム、リチウム、マグネシウム、カルシウム又はアルミニウムが低コ
ストで使用効果が顕著であるので好ましく、特にナトリウム、リチウム又はアルミニウム
がより好ましい。
【００４１】
　前記一般式（１）で表される化合物としては、より具体的には、以下の化合物Ｎｏ．１
～４が挙げられる。ただし、本発明は以下の化合物によりなんら制限を受けるものではな
い。
【００４２】

【００４３】

【００４４】
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【００４５】

【００４６】
　前記一般式（２）におけるＲ５は、水素原子又は炭素原子数１～８のアルキル基を表し
、炭素原子数１～８のアルキルとしては、前記一般式（１）におけるＲ１～Ｒ４で例示し
たものと同様の基が挙げられる。これらの中でも本発明の効果の観点から、特に水素原子
又は第三ブチル基が好ましい。
【００４７】
　前記一般式（２）におけるＭ２はアルカリ金属、アルカリ土類金属又はアルミニウムを
表わし、アルカリ金属及びアルカリ土類金属としては、前記一般式（１）におけるＭ１で
例示したものと同様の金属が挙げられる。中でもナトリウム、リチウム、マグネシウム、
カルシウム又はアルミニウムが低コストで使用効果が顕著であるので好ましく、特にナト
リウム、カルシウム又はアルミニウムがより好ましい。
【００４８】
　前記一般式（２）で表される化合物としては、より具体的には、安息香酸ナトリウム、
安息香酸カリウム、安息香酸リチウム、安息香酸カルシウム、安息香酸マグネシウム、安
息香酸バリウム、トリス（ｐ－ｔ－ブチル安息香酸）アルミニウム等が挙げられ、コスト
及び本発明の効果の観点から、安息香酸ナトリウム、トリス（ｐ－ｔ－ブチル安息香酸）
アルミニウムが好適である。
【００４９】
　本発明に係る前記一般式（３）におけるＭ３及びＭ４は、アルカリ金属を表し、中でも
、ナトリウム、カリウム、リチウムが好適である。
【００５０】
　前記一般式（３）で表される化合物としては、より具体的には、以下の化合物Ｎｏ．５
が挙げられる。ただし、本発明は以下の化合物によりなんら制限を受けるものではない。
【００５１】



(13) JP 5680879 B2 2015.3.4

10

20

30

40

【００５２】
　本発明に係わる前記一般式（４）におけるＲ６～Ｒ８は各々独立に、水素原子又は炭素
原子数１～８のアルキル基を表し、炭素原子数１～８のアルキルとしては、前記一般式（
１）におけるＲ１～Ｒ４で例示したものと同様の基が挙げられる。これらの中でも本発明
の効果の観点から、特にＲ７がイソプロピル基、Ｒ７及びＲ８がメチル基である化合物が
好ましい。
【００５３】
　前記一般式（４）におけるＭ５は、アルカリ金属又はアルカリ土類を表す。アルカリ金
属、アルカリ土類金属としてはＭ１で例示したものと同様のものを挙げることができる。
中でも、ナトリウム、カリウム、マグネシウム、カルシウムが好適である。
【００５４】
　前記一般式（４）で表される化合物としては、より具体的には、以下の化合物Ｎｏ．６
及び７が挙げられる。ただし、本発明は以下の化合物によりなんら制限を受けるものでは
ない。
【００５５】

【００５６】

【００５７】
　また、前記（Ｃ）脂肪酸以外の有機酸の金属塩として好適に使用できる前記スルホン酸
アミド塩としては、例えば、下記一般式（８）又は一般式（９）で表される化合物を使用
することができる。
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　（式中、Ｒ１９及びＲ２０は各々独立して、水素原子、ハロゲン原子、アルカリ金属原
子、アミノ基、分岐又は置換基を有してもよい炭素原子数１～１０のアルキル基、分岐又
は置換基を有してもよい炭素原子数１～１０のアルコキシ基、又は、置換基を有してもよ
い炭素原子数３～３０の環状基を表し、Ｒ１９とＲ２０が連結して環状基を形成してもよ
く、ｓは１又は２の数を表す。ｓが１の場合、Ｍ６はアルカリ金属原子又はＡｌ（ＯＨ）

３－ｓを表し、ｓが２の場合、Ｍ６は２価の金属原子（マグネシウム、カルシウム、スト
ロンチウム、バリウム、チタニウム、マンガン、鉄、亜鉛、珪素、ジルコニウム、イット
リウム、又はハフニウム）、Ａｌ（ＯＨ）３－ｓ又は連結基（炭素原子数１～１２のアル
キレン基、炭素原子数２～１２のアルケニレン基、炭素原子数３～８のシクロアルキレン
基、エーテル結合を有する炭素原子数４～２０のアルキレン基、シクロアルキレン基で中
断された炭素原子数５～２０のアルキレン基、炭素原子数６～１２のアリーレン基、又は
これらの組み合わせ）を表す。）

　（式中、Ｒ２１及びＲ２２は、前記Ｒ１９及びＲ２０と同様の基を表し、ｔ及びＭ７は
前記一般式（８）におけるｓ及びＭ６と同様のものを表す。）
【００５８】
　前記一般式（８）におけるＲ１９及びＲ２０で表される、置換基を有してもよい炭素原
子数１～１０の分岐鎖又は直鎖アルキル基としては、例えば、メチル、エチル、プロピル
、イソプロピル、ブチル、イソブチル、第二ブチル、第三ブチル、アミル、イソアミル、
第三アミル、ヘキシル、ヘプチル、オクチル、イソオクチル、２－エチルヘキシル、第三
オクチル、ノニル、デシル等が挙げられ、かかるアルキル基中の任意の－ＣＨ２－は－Ｏ
－、－ＣＯ－、－ＣＯＯ－又は－ＳｉＨ２－で置換されていてもよく、一部あるいは全部
の水素原子が、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素等のハロゲン原子、シアノ基、－ＳＯ２－Ｎ
Ｒ２０－１－Ｍ６－１、又は、－ＮＭ６－１－ＳＯ２－Ｒ１９－１等で置換されていても
よい（Ｒ１９－１，Ｒ２０－１及びＭ６－１は、前記一般式（８）のＭ６、Ｒ１９、Ｒ２

０のそれぞれが表す置換基と同じものを表す）。
【００５９】
　前記一般式（８）におけるＲ１９及びＲ２０で表される、置換基を有してもよい炭素原
子数１～１０の分岐鎖又は直鎖アルコキシ基としては、例えば、メチルオキシ、エチルオ
キシ、プロピルオキシ、イソプロピルオキシ、ブチルオキシ、第二ブチルオキシ、第三ブ
チルオキシ、イソブチルオキシ、アミルオキシ、イソアミルオキシ、第三アミルオキシ、
ヘキシルオキシ、シクロヘキシルオキシ、ヘプチルオキシ、イソヘプチルオキシ、第三ヘ
プチルオキシ、ｎ－オクチルオキシ、イソオクチルオキシ、第三オクチルオキシ、２－エ
チルヘキシルオキシ、ノニルオキシ、デシルオキシ等が挙げられ、かかるアルコキシ基中
の任意の－ＣＨ２－は－Ｏ－、－ＣＯ－、－ＣＯＯ－又は－ＳｉＨ２－で置換されていて
もよく、一部あるいは全部の水素原子が、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素等のハロゲン原子
、シアノ基、－ＳＯ２－ＮＲ２０－１－Ｍ６－１、又は、－ＮＭ６－１－ＳＯ２－Ｒ１９

－１等で置換されていてもよい（Ｒ１９－１，Ｒ２０－１及びＭ６－１は、前記一般式（
８）のＭ６、Ｒ１９、Ｒ２０のそれぞれが表す置換基と同じものを表す）。
【００６０】
　前記一般式（８）におけるＲ１９及びＲ２０で表される、炭素原子数３～３０の環状基
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とは、単環、多環、縮合環又は集合環であってもよく、芳香族環状基、飽和脂肪族環状基
の区別無く使用することができ、環の炭素原子が酸素原子、窒素原子、硫黄原子等に置換
されていてもよく、環の水素原子の一部又は全部が、炭素原子数１～５のアルキル基、炭
素原子数１～５のアルコキシ基、アミノ基、ハロゲン原子、－ＳＯ２－ＮＲ２０－１－Ｍ
６－１、又は、－ＮＭ６－１－ＳＯ２－Ｒ１９－１等で置換されていてもよい（Ｒ１９－

１，Ｒ２０－１及びＭ６－１は、前記一般式（８）のＭ６、Ｒ１９、Ｒ２０のそれぞれが
表す置換基と同じものを表す）。かかる炭素原子数３～３０の環状基としては、例えば、
ピロール、フラン、チオフェン、イミダゾール、ピラゾール、オキサゾール、イソキサゾ
ール、チアゾール、イソチアゾール、ピリジン、ピリダジン、ピリミジン、ピラジン、ピ
ペリジン、ピペラジン、モルホリン、フェニル、ナフチル、アントラセン、ビフェニル、
トリフェニル、２－メチルフェニル（ｏ－トリル、クレジル）、３－メチルフェニル（ｍ
－トリル）、４－メチルフェニル（ｐ－トリル）、４－クロロフェニル、４－ヒドロキシ
フェニル、３－イソプロピルフェニル、４－イソプロピルフェニル、４－ブチルフェニル
、４－イソブチルフェニル、４－第三ブチルフェニル、４－ヘキシルフェニル、４－シク
ロヘキシルフェニル、４－オクチルフェニル、４－（２－エチルヘキシル）フェニル、４
－ステアリルフェニル、２，３－ジメチルフェニル（キシリル）、２，４－ジメチルフェ
ニル、２，５－ジメチルフェニル、２，６－ジメチルフェニル、３，４－ジメチルフェニ
ル、３，５－ジメチルフェニル、２，４－ジ第三ブチルフェニル、２，５－ジ第三ブチル
フェニル、２，６－ジ－第三ブチルフェニル、２，４－ジ第三ペンチルフェニル、２，５
－ジ第三アミルフェニル、２，５－ジ第三オクチルフェニル、２，４－ジクミルフェニル
、シクロヘキシルフェニル、ビフェニル、２，４，５－トリメチルフェニル（メシチル）
、４－アミノフェニル、５－ジメチルアミノナフチル、６－エトキシ－ベンゾチアゾーリ
ル、２，６－ジメトキシ－４－ピリミジル、５－メチル－１，３，４－チアジアゾール－
２－イル、５－メチル－３－イソキサゾールイル、１，２－ベンゾイソチアゾール－３（
２Ｈ）－オン１，１ジオキシド等が挙げられる。これらの中でも特にフェニル、４－アミ
ノフェニル、ピリジンが好ましい。また、Ｒ１９およびＲ２０が連結して形成する環状基
としては上記と同様のものが挙げられ、１，２－ベンゾイソチアゾール－３（２Ｈ）－オ
ン１，１ジオキシドが好ましい。
【００６１】
　前記一般式（８）におけるｓが１の場合のＭ６は、ハロゲン原子、アルカリ金属原子又
はＡｌ（ＯＨ２）２であり、これらの中でもアルカリ金属原子がより好ましく、アルカリ
金属原子としては、ナトリウム原子は本発明の効果が顕著であるので特に好ましい。
【００６２】
　前記一般式（８）においてＭ６で表される炭素原子数１～１２のアルキレン基としては
、例えば、メチレン、エチレン、プロピレン、メチルエチレン、ブチレン、１－メチルプ
ロピレン、２－メチルプロピレン、１，２－ジメチルプロピレン、１，３－ジメチルプロ
ピレン、１－メチルブチレン、２－メチルブチレン、３－メチルブチレン、４－メチルブ
チレン、２，４－ジメチルブチレン、１，３－ジメチルブチレン、ペンチレン、へキシレ
ン、ヘプチレン、オクチレン、デシレン、ドデシレン、エタン－１，１－ジイル、プロパ
ン－２，２－ジイル等が挙げられる。
【００６３】
　前記一般式（８）においてＭ６で表される炭素原子数２～１２のアルケニレン基として
は、例えば、ビニレン、１－メチルエテニレン、２－メチルエテニレン、プロペニレン、
ブテニレン、イソブテニレン、ペンテニレン、ヘキセニレン、ヘプテニレン、オクテニレ
ン、デセニレン、ドデセニレン等が挙げられる。
【００６４】
　前記一般式（８）においてＭ６で表される炭素原子数３～８のシクロアルキレン基とし
ては、例えば、シクロプロピレン、１，３－シクロブチレン、１，３－シクロペンチレン
、１，４－シクロヘキシレン、１，５－シクロオクチレン等が挙げられる。
【００６５】
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　前記一般式（８）においてＭ６で表されるエーテル結合を有する全炭素原子数４～２０
のアルキレン基としては、例えば、アルキレン基の炭素鎖中の末端あるいは鎖中にエーテ
ル結合を有すもので、かかるエーテル結合は一個だけでなく複数個連続していてもよい。
【００６６】
　前記一般式（８）においてＭ６で表されるシクロアルキレン基で中断された全炭素原子
数５～２０のアルキレン基としては、例えば、アルキレン基の炭素鎖中の末端あるいは鎖
中に前記のシクロアルキレン基を有すものが挙げられる。
【００６７】
　前記一般式（８）においてＭ６で表される炭素原子数６～１２のアリーレン基としては
、例えば、１，４－フェニレン、１，５－ナフタレン、２，６－ナフタレン、ビフェニル
基等の芳香族環状基等が挙げられ、かかる芳香族環状基は置換基を有すものであってもよ
い。
【００６８】
　前記一般式（８）で表されるスルホンアミド化合物の好ましい例としては、下記の化合
物Ｎｏ．８～Ｎｏ．１０が挙げられる。
【００６９】

【００７０】

【００７１】

【００７２】
　また、前記（Ｃ）脂肪酸以外の有機酸の金属塩として好適に使用できる芳香族スルホン
酸塩としては、例えば、下記一般式（１０）の化合物を使用することができる。

（式中、Ｍ８及びＭ９は、アルカリ金属、アルカリ土類金属又はアルミニウムのいずれか
を表し、ｌは０又は１であり、ｌが０のときｉはＭ８がアルカリ金属のとき０を、アルカ
リ土類金属のとき１を、アルミニウムのときは２を表し、ｌが１のときｉ及びｊはＭ８及
びＭ９がアルカリ金属のとき０を、Ｍ８及びＭ９が個別にアルカリ土類金属のとき１を、
Ｍ８及びＭ９が同一のアルカリ土類金属原子である場合（すなわち、－Ｓ（＝Ｏ）２－Ｏ
－Ｍ８－Ｏ－Ｓ（＝Ｏ）２－の環構造を形成する場合）は０を、Ｍ８及びＭ９が個別にア
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Ｓ（＝Ｏ）２－Ｏ－Ａｌ（ＯＨ）－Ｏ－Ｓ（＝Ｏ）２－の環構造を形成する場合）はｉが
１でｊが０を表し、Ｒ２３は水素原子又は炭素原子数１～８のアルキル基を表す。）
【００７３】
　前記一般式（１０）におけるＲ２３は、水素原子又は炭素原子数１～８のアルキル基を
表わし、炭素原子数１～８のアルキルとしては、前記一般式（１）におけるＲ１～Ｒ４で
例示したものと同様の基が挙げられる。
【００７４】
　前記一般式（１０）におけるＭ８及びＭ９は、前記一般式（２）におけるＭ２と同様の
ものを挙げることができる。
【００７５】
　前記一般式（１０）として、より具体的には、例えば、ベンゼンスルホン酸ナトリウム
、等を挙げることができる。
【００７６】
　本発明に係る（Ｄ）ゲル化剤は、特に限定されず、樹脂のゲル化剤として使用される一
般的なゲル化剤を使用することができ、ソルビトール、マンニトール、キシリトール及び
ペンタエリスリトールのベンジル化化合物、及びこれらのアセタール化合物、前記一般式
（５）で表されるソルビトール系化合物、１２－ヒドロキシステアリン酸、及び１２－ヒ
ドロキシステアリン酸金属塩等の１２－ヒドロキシステアリン酸系化合物、Ｎ－アシルア
ミノ酸誘導体、ビスアミド化合物及びトリアミド化合物等のアミド化合物、ジアルキル／
ジフェニル尿素誘導体、コレステロール誘導体、脂肪酸金属塩、並びにメラミン等が挙げ
られ、更には、前記一般式（４）で表される脂環式カルボン酸金属塩化合物も好適に使用
することができる。中でも前記一般式（５）で表されるソルビトール系化合物、又は１２
－ヒドロキシステアリン酸系化合物が好ましい。
【００７７】
　前記一般式（５）におけるＲ９～Ｒ１３は、水素原子、ハロゲン原子又は炭素原子数１
～４のアルキル基を表わし、ハロゲン原子としては、前記一般式（８）におけるＲ１９、
Ｒ２０で例示したものと同じものが挙げられ、炭素原子数１～４のアルキル基としては、
メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、ブチル、イソブチル、第二ブチル、第三ブチ
ル基が挙げられる。
【００７８】
　また、前記一般式（５）で表される化合物としては、より具体的には、以下の化合物Ｎ
ｏ．１１～１５が挙げられる。ただし、本発明は以下の化合物によりなんら制限を受ける
ものではない。
【００７９】

【００８０】
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【００８１】

【００８２】

【００８３】

【００８４】
　また、本発明に係る（Ｄ）ゲル化剤として好適な前記アミド化合物としては、例えば、
下記一般式（１１）で表される化合物を挙げることができる。
Ｒ２４－（ＣＯＮＨ－Ｒ２５）ｕ　　　（１１）
　（式中、Ｒ２４は炭素原子数１～２５の飽和或いは不飽和の脂肪族、脂環族又は芳香族
のポリカルボン酸残基（すなわち、ポリカルボン酸から－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＨを除いた基）
を表す。Ｒ２５は炭素原子数１～１８のアルキル基又はアルケニル基、或いは置換基を有
してもよい炭素原子数３～１２のシクロアルキル基、炭素原子数５～１２のシクロアルケ
ニル基、フェニル基、ナフチル基又はアントリル基を表し、ｕは３～６の整数を表す）。
【００８５】
　前記一般式（１１）においてＲ２４で表される炭素原子数１～２５の飽和或いは不飽和
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の脂肪族のポリカルボン酸としては、例えば、メタントリカルボン酸、トリカルバリル酸
、プロペントリカルボン酸、ペンタントリカルボン酸、エタンテトラカルボン酸、プロパ
ンテトラカルボン酸、ペンタンテトラカルボン酸、ブタンテトラカルボン酸（特に、１，
２，３，４－ブタンテトラカルボン酸）、ドデカンテトラカルボン酸、ペンタンペンタカ
ルボン酸、テトラデカンヘキサカルボン酸、エチレンジアミン四酢酸、ニトリロ三酢酸、
エチレングリコールビス（β－アミノエチルエーテル）Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－四酢酸、ジ
エチレントリアミン五酢酸、Ｎ－ヒドロキシエチルエチレンジアミン－Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－
三酢酸、１，３－ジアミノプロパン－２－オール－Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－四酢酸、１，２
－ジアミノプロパン－Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－四酢酸、トリエチレンテトラミン六酢酸、ニ
トリロ三プロピオン酸、１，６－ヘキサンジアミン四酢酸、Ｎ－（２－カルボキシエチル
）イミノ二酢酸等が挙げられる。
【００８６】
　前記一般式（１１）においてＲ２４で表される炭素原子数１～２５の飽和或いは不飽和
の脂環族ポリカルボン酸としては、シクロヘキサントリカルボン酸、シクロブタンテトラ
カルボン酸、シクロペンタンテトラカルボン酸、シクロヘキサンテトラカルボン酸、テト
ラヒドロフランテトラカルボン酸、５－（コハク酸）－３－メチル－３－シクロヘキセン
－１，２－ジカルボン酸、ビシクロ［２．２．２］オクタ－７－エン－２，３，５，６－
テトラカルボン酸、シクロヘキサンヘキサカルボン酸、５，６，９，１０－テトラカルボ
キシトリシクロ［６．２．２．０２，７］ドデカ－２，１１－ジエン及びその低級アルキ
ル置換体（例えば、３位、８位、１１位又は１２位のメチル置換体）、１，２－シクロヘ
キサンジアミン四酢酸、２，３，５－トリカルボキシシクロペンチル酢酸、６－メチル－
４－シクロヘキセン－１，２，３－トリカルボン酸、３，５，６－トリカルボキシノルボ
ネン－２－酢酸、チオビス（ノルボネン－２，３－ジカルボン酸）、ビシクロ［４．２．
０］オクタン－３，４，７，８－テトラカルボン酸、１，１’－ビシクロプロパン－２，
２’，３，３’－テトラカルボン酸、１，２－ビス（２，３－ジメチル－２，３－ジカル
ボキシシクロブチル）エタン、ピラジン－２，３，５，６－テトラカルボン酸、トリシク
ロ［４．２．２．０２，５］デカン－９－エン－３，４，７，８－テトラカルボン酸、３
，４－ジカルボキシ－１，２，３，４－テトラヒドロ－１－ナフタレンコハク酸及びその
低級アルキル置換体（例えば、１位、５位、６位又は７位のメチル置換体）、１，２，３
，４，５，６，１２，１３－オクタヒドロフェナントレン－３，４，５，６－テトラカル
ボン酸等が挙げられる。
【００８７】
　前記一般式（１１）においてＲ２４で表される炭素原子数１～２５の芳香族ポリカルボ
ン酸としては、ベンゼントリカルボン酸、ベンゼンテトラカルボン酸、ベンゾフェノンテ
トラカルボン酸、ビフェニルテトラカルボン酸、ビフェニルエーテルテトラカルボン酸、
ジフェニルスルフォンテトラカルボン酸、ジフェニルメタンテトラカルボン酸、ペリレン
テトラカルボン酸、ナフタレンテトラカルボン酸、４，４’－ジナフタル酸、ベンジジン
－３，３’－ジカルボキシル－Ｎ，Ｎ’－四酢酸、ジフェニルプロパンテトラカルボン酸
、アントラセンテトラカルボン酸、フタロシアニンテトラカルボン酸、エチレングリコー
ル－トリメリット酸ジエステル、ベンゼンヘキサカルボン酸、グリセリン－トリメリット
酸トリエステル等が挙げられる。
【００８８】
　前記一般式（１１）においてＲ２５で表される炭素原子数１～１８のアルキル基として
は、例えば、メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、ブチル、第二ブチル、第三ブチ
ル、ペンチル、第三ペンチル、ヘキシル、ヘプチル、オクチル、イソオクチル、第三オク
チル、２－エチルヘキシル、ノニル、イソノニル、デシル、イソデシル、ウンデシル、ド
デシル、トリデシル、テトラデシル、ペンタデシル、ヘキサデシル、ヘプタデシル、オク
タデシル等が挙げられる。
【００８９】
　また、前記一般式（１１）においてＲ２５で表される炭素原子数１～１８のアルケニル



(20) JP 5680879 B2 2015.3.4

10

20

30

40

基としては、例えば、ビニル、プロペニル、ブテニル、オクテニル、オレイルなどが挙げ
られる。
【００９０】
　また、前記一般式（１１）においてＲ２５で表される炭素原子数３～１２のシクロアル
キル基としては、シクロプロピル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基、シクロヘプ
チル基、シクロオクチル基、シクロノニル基、シクロデシル基等の飽和炭素環が挙げられ
る。
【００９１】
　また、前記一般式（１１）においてＲ２５で表される炭素原子数５～１２のシクロアル
ケニル基としては、例えば、シクロペンテニル基、シクロヘキセニル基、シクロヘプテニ
ル基、シクロオクテニル基、シクロノネニル基、シクロデセニル基、シクロウンデセニル
基、シクロドデセニル基等が挙げられる。
【００９２】
　また、前記一般式（１１）で表される化合物としては、より具体的には、以下の化合物
Ｎｏ．１６～１８が挙げられる。
【００９３】

【００９４】

【００９５】
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【００９６】
　前記一般式（６）においてＲ１４で表される炭素原子数１～４のアルキル基としては、
前記一般式（５）において例示した炭素原子数１～４のアルキル基と同様の基が挙げられ
る。また、これらアルキル基の任意の水素原子がヒドロキシ基で置換されていてもよい。
【００９７】
　前記一般式（６）においてＲ１４で表される炭素原子数１～４のアルコキシ基としては
、メトキシ、エトキシ、プロポキシ、ブトキシ、ｔ－ブトキシ基等を挙げることができる
。また、これらアルコキシ基の任意の水素原子がヒドロキシ基で置換されていてもよい。
【００９８】
　前記一般式（６）においてＲ１４で表される炭素原子数１～４のアルカノイル基として
は、ギ酸、酢酸、プロパン酸、ブタン酸から－ＯＨを除いた構造の基を挙げることができ
る。また、アルカノイルオキシ基としては、ギ酸、酢酸、プロパン酸、ブタン酸の－ＯＨ
のＨを除いた構造の基を挙げることができる。
【００９９】
　また、前記一般式（６）においてＲ１５で表される炭素原子数５～２１のアルキル基と
しては、前記一般式（１１）で例示したアルキル基の他に、ノナデシル、エイコシル、ヘ
ンエイコシル等の基が挙げられる。
【０１００】
　また、前記一般式（６）で表される化合物としては、より具体的には、以下の化合物Ｎ
ｏ．１９～２０が挙げられる。ただし、本発明は以下の化合物によりなんら制限を受ける
ものではない。
【０１０１】

【０１０２】
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【０１０３】
　前記一般式（７）におけるＲ１６及びＲ１７で表される炭素原子数１～８のアルキル基
としては、前記一般式（１）で例示したアルキル基と同様の基が挙げられる。
【０１０４】
　また、前記一般式（７）におけるＲ１８で表される炭素原子数１～３０のアルキル基と
しては、前記一般式（６）及び一般式（１１）で例示したアルキル基の他に、ドコシル、
トリコシル、テトラコシル、ペンタコシル、ヘキサコシル、ヘプタコシル、オクタコシル
、ノナコシル、トリアンコシル等が挙げられる。
【０１０５】
　また、前記一般式（７）で表される化合物としては、より具体的には、以下の化合物Ｎ
ｏ．２１及びＮｏ．２２が挙げられる。ただし、本発明は以下の化合物によりなんら制限
を受けるものではない。
【０１０６】

【０１０７】

【０１０８】
　本発明に係る（Ｅ）ゲル化剤の融点降下剤とは、特に限定されないが、例えば、ヒドロ
キシ多価カルボン酸類、カルボン酸類、スルホン酸塩類、硫酸エステル塩類及び脂肪酸ア
ルミニウム塩類等が挙げられる。
【０１０９】
　前記ヒドロキシ多価カルボン酸類としては、水酸基を１～３個有する炭素原子数３～２
２のジ、トリ、テトラカルボン酸が例示され、具体的には酒石酸、乳酸、リンゴ酸、クエ
ン酸、グルコン酸、パントテン酸、１２－ヒドロキシステアリン酸、マンデル酸、コール
酸、β－オキシナフトエ酸、リシノール酸、キナ酸、シキミ酸、サリチル酸、α、β－ジ
ヒドロキシヘキサヒドロフタル酸等が挙げられる。
【０１１０】
　前記カルボン酸類としては、カルボン酸基を１～４個有する炭素原子数３～２２のモノ
、ジ、トリ、テトラカルボン酸が例示され、具体的には、ラウリン酸、トリデカン酸、ミ
リスチン酸、ペンタデカン酸、パルミチン酸、ヘプタデカン酸、ステアリン酸、イソステ
アリン酸、エイコサン酸、ベヘン酸、ドコサン酸、モンタン酸、ベンジル酸、ソルビン酸
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、オレイン酸、リノール酸、リノレイン酸、コハク酸、グルタル酸、マロン酸、アジピン
酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ドデカン二酸、イタコン酸、トリカルバリ
ル酸、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸、シトラジン酸、１，２，３，４－シク
ロペンタンテトラカルボン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸、１，２－シクロヘ
キサンジカルボン酸、４，４’－ジシクロヘキシルジカルボン酸、シクロヘキサンテトラ
カルボン酸、Ｌ－グルタミン酸、Ｌ－グルタミン等が挙げられる。
【０１１１】
　前記スルホン酸塩類としては、アルカン（炭素原子数８～１４）スルホン酸、アルキル
（炭素原子数８～２２）ベンゼンスルホン酸、アルキル（炭素原子数８～２２）ナフタレ
ンスルホン酸、アルキル（炭素原子数８～２２）スルホコハク酸、α－オレフィンスルホ
ン酸（炭素原子数８～３０）及びＮ－アシル（炭素原子数８～２２）メチルタウリンから
なる群から選ばれるスルホン酸のナトリウム塩又はカリウム塩が挙げられ、好ましくは、
アルキル基の炭素原子数が８～１４のアルキルベンゼンスルホン酸塩又はアルキルナフタ
レンスルホン酸塩；炭素原子数１２～２２のアルカンスルホン酸塩又は炭素原子数１２～
２２のアルケンスルホン酸塩；アルキル部分が炭素原子数３～１２のアルキル基、シクロ
ヘキシル基、炭素原子数１～３のアルキル置換シクロヘキシル基等であるジアルキルスル
ホサクシネート塩が例示でき、塩としてはリチウム塩、ナトリウム塩、カリウム塩等のア
ルカリ金属塩、カルシウム塩、マグネシウム塩等のアルカリ土類金属塩及びアンモニウム
塩が挙げられる。
【０１１２】
　前記硫酸エステル塩類としては、硫酸化ヒマシ油、高級アルコール（炭素原子数８～１
２）硫酸エステル、ポリオキシエチレン（１～５モル）アルキル（炭素原子数８～２２）
エーテル硫酸、ポリオキシエチレン（１～５モル）アルキル（炭素原子数７～２２）フェ
ニルエーテル硫酸、モノ脂肪酸（炭素原子数８～２２）グリセリル硫酸及び脂肪酸（炭素
原子数８～２２）アルキロール（炭素原子数１～６）アミドの硫酸エステルからなる群か
ら選ばれる硫酸エステルのナトリウム塩又はカリウム塩等が挙げられ、好ましくは、飽和
又は不飽和脂肪族アルコールの硫酸エステル塩、飽和又は不飽和脂肪族アルコールのエチ
レンオキシド付加体（エチレンオキシド付加モル数１～１０）の硫酸エステル塩等を例示
できる。該飽和又は不飽和脂肪族アルコールとしては、炭素原子数４～３０、特に６～３
０、好ましくは８～２０のものが例示できる。また、前記不飽和脂肪族アルコールは、分
子内に１～３個の不飽和結合（特に二重結合）を有しているものが好ましい。塩としては
リチウム塩、ナトリウム塩、カリウム塩等のアルカリ金属塩、カルシウム塩、マグネシウ
ム塩等のアルカリ土類金属塩及びアンモニウム塩が例示できる。
【０１１３】
　前記脂肪酸アルミニウム塩類としては、例えば、モノ、ジ又はトリ（炭素原子数６～３
０の脂肪酸）アルミニウム塩、特に、ジ又はモノ（カルボン酸）アルミニウム塩、中でも
ジ又はモノ（ペラルゴン酸）アルミニウム、ジ又はモノ（ラウリン酸）アルミニウム、ジ
又はモノ（ミリスチン酸）アルミニウム、ジ又はモノ（ステアリン酸）アルミニウム、ジ
又はモノ（オレイン酸）アルミニウム等が例示できる。
【０１１４】
　本発明の樹脂添加剤マスターバッチを樹脂に配合する場合の配合方法としては、特に限
定されず、公知の樹脂への配合技術が用いられる。合成樹脂を重合する際に予め重合系に
添加する方法、重合途中で添加する方法、重合後に添加する方法のいずれでもよい。また
、重合後に添加する場合には、本発明の樹脂添加剤マスターバッチが未配合の合成樹脂の
粉末やペレットとヘンシェルミキサー等で混合したものを押出し機等で混練する方法等が
あり、用いる加工機の種類や加工温度、加工後の冷却条件等も特に制限されず、得られる
樹脂物性が用途に適したものとなる条件を選択することが好ましい。また、本発明の樹脂
添加剤マスターバッチは、単独又は他の添加剤と一緒に顆粒状にして用いてもよい。
【０１１５】
　本発明の樹脂添加剤マスターバッチを樹脂へ配合する場合の質量比率は、樹脂１００質
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量部に対して、通常０．０１～２０質量部、好ましくは０．０５～１０質量部である。
【０１１６】
　本発明の樹脂マスターバッチを樹脂の安定化に用いる場合には、必要に応じて、通常各
々の樹脂に用いられる各種の添加剤を併用することができる。これらの添加剤は、本発明
の樹脂添加剤マスターバッチに用いられる前記一般式（１）～（１１）の化合物と同じで
あっても異なっていてもよい。各種の添加剤としては、例えば、フェノール系酸化防止剤
、イオウ系酸化防止剤、リン系酸化防止剤、紫外線吸収剤、ヒンダードアミン化合物、造
核剤、難燃剤、難燃助剤、ハイドロタルサイト類、滑剤、充填材、繊維状充填材、帯電防
止剤、金属石鹸、顔料、染料等が挙げられる。
【０１１７】
　前記フェノール系酸化防止剤としては、例えば、２，６－ジ第三ブチル－ｐ－クレゾー
ル、２，６－ジフェニル－４－オクタデシロキシフェノール、ジステアリル（３，５－ジ
第三ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ホスホネート、１，６－ヘキサメチレンビス〔（
３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオン酸アミド〕、４，４’－チ
オビス（６－第三ブチル－ｍ－クレゾール）、２，２’－メチレンビス（４－メチル－６
－第三ブチルフェノール）、２，２’－メチレンビス（４－エチル－６－第三ブチルフェ
ノール）、４，４’－ブチリデンビス（６－第三ブチル－ｍ－クレゾール）、２，２’－
エチリデンビス（４，６－ジ第三ブチルフェノール）、２，２’－エチリデンビス（４－
第二ブチル－６－第三ブチルフェノール）、１，１，３－トリス（２－メチル－４－ヒド
ロキシ－５－第三ブチルフェニル）ブタン、１，３，５－トリス（２，６－ジメチル－３
－ヒドロキシ－４－第三ブチルベンジル）イソシアヌレート、１，３，５－トリス（３，
５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシベンジル）イソシアヌレート、１，３，５－トリス（
３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－２，４，６－トリメチルベンゼン、
２－第三ブチル－４－メチル－６－（２－アクリロイルオキシ－３－第三ブチル－５－メ
チルベンジル）フェノール、ステアリル（３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシフェニ
ル）プロピオネート、チオジエチレングリコールビス〔（３，５－ジ第三ブチル－４－ヒ
ドロキシフェニル）プロピオネート〕、１，６－ヘキサメチレンビス〔（３，５－ジ第三
ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート〕、ビス〔３，３－ビス（４－ヒドロ
キシ－３－第三ブチルフェニル）ブチリックアシッド〕グリコールエステル、ビス〔２－
第三ブチル－４－メチル－６－（２－ヒドロキシ－３－第三ブチル－５－メチルベンジル
）フェニル〕テレフタレート、１，３，５－トリス〔（３，５－ジ第三ブチル－４－ヒド
ロキシフェニル）プロピオニルオキシエチル〕イソシアヌレート、３，９－ビス〔１，１
－ジメチル－２－｛（３－第三ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プロピオ
ニルオキシ｝エチル〕－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ〔５．５〕ウンデカン、
トリエチレングリコールビス〔（３－第三ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル
）プロピオネート〕等が挙げられ、樹脂１００質量部に対して、０．００１～１０質量部
、より好ましくは、０．０１～５質量部が用いられる。
【０１１８】
　前記イオウ系酸化防止剤としては、例えば、チオジプロピオン酸ジラウリル、チオジプ
ロピオン酸ジミリスチル、チオジプロピオン酸ジステアリル等のジアルキルチオジプロピ
オネート類及びペンタエリスリトールテトラ（β－ドデシルメルカプトプロピオネート）
等のポリオールのβ－アルキルメルカプトプロピオン酸エステル類が挙げられ、樹脂１０
０質量部に対して、０．００１～１０質量部、より好ましくは、０．０１～５質量部が用
いられる。
【０１１９】
　前記リン系酸化防止剤としては、例えば、トリスノニルフェニルホスファイト、トリス
〔２－第三ブチル－４－（３－第三ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニルチオ）
－５－メチルフェニル〕ホスファイト、トリデシルホスファイト、オクチルジフェニルホ
スファイト、ジ（デシル）モノフェニルホスファイト、ジ（トリデシル）ペンタエリスリ
トールジホスファイト、ジ（ノニルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビ



(25) JP 5680879 B2 2015.3.4

10

20

30

40

50

ス（２，４－ジ第三ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，
６－ジ第三ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（
２，４，６－トリ第三ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２
，４－ジクミルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、テトラ（トリデシル）
イソプロピリデンジフェノールジホスファイト、テトラ（トリデシル）－４，４’－ｎ－
ブチリデンビス（２－第三ブチル－５－メチルフェノール）ジホスファイト、ヘキサ（ト
リデシル）－１，１，３－トリス（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－第三ブチルフェニ
ル）ブタントリホスファイト、テトラキス（２，４－ジ第三ブチルフェニル）ビフェニレ
ンジホスホナイト、９，１０－ジハイドロ－９－オキサ－１０－ホスファフェナンスレン
－１０－オキサイド、２，２’－メチレンビス（４，６－第三ブチルフェニル）－２－エ
チルヘキシルホスファイト、２，２’－メチレンビス（４，６－第三ブチルフェニル）－
オクタデシルホスファイト、２，２’－エチリデンビス（４，６－ジ第三ブチルフェニル
）フルオロホスファイト、トリス（２－〔（２，４，８，１０－テトラキス第三ブチルジ
ベンゾ〔ｄ，ｆ〕〔１，３，２〕ジオキサホスフェピン－６－イル）オキシ〕エチル）ア
ミン、２－エチル－２－ブチルプロピレングリコールと２，４，６－トリ第三ブチルフェ
ノールのホスファイト等が挙げられ、樹脂１００質量部に対して、０．００１～１０質量
部、より好ましくは、０．０１～５質量部が用いられる。
【０１２０】
　前記紫外線吸収剤としては、例えば、２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン、２－ヒド
ロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－オクトキシベンゾフェノン
、５，５’－メチレンビス（２－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン）等の２－ヒ
ドロキシベンゾフェノン類；２－（２’－ヒドロキシ－５’－メチルフェニル）ベンゾト
リアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’，５’－ジ第三ブチルフェニル）－５－クロ
ロベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’－第三ブチル－５’－メチルフェ
ニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－５’－第三オクチル
フェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’，５’－ジクミルフェニ
ル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’－第三ブチル－５’－カルボキ
シフェニル）ベンゾトリアゾール等の２－（２’－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾ
ール類；フェニルサリシレート、レゾルシノールモノベンゾエート、２，４－ジ第三ブチ
ルフェニル－３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシベンゾエート、２，４－ジ第三アミ
ルフェニル－３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシベンゾエート、ヘキサデシル－３，
５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシベンゾエート等のベンゾエート類；２－エチル－２’
－エトキシオキザニリド、２－エトキシ－４’－ドデシルオキザニリド等の置換オキザニ
リド類；エチル－α－シアノ－β，β－ジフェニルアクリレート、メチル－２－シアノ－
３－メチル－３－（ｐ－メトキシフェニル）アクリレート等のシアノアクリレート類；２
－（２－ヒドロキシ－４－オクトキシフェニル）－４，６－ビス（２，４－ジ第三ブチル
フェニル）－ｓ－トリアジン、２－（２－ヒドロキシ－４－メトキシフェニル）－４，６
－ジフェニル－ｓ－トリアジン、２－（２－ヒドロキシ－４－プロポキシ－５－メチルフ
ェニル）－４，６－ビス（２，４－ジ第三ブチルフェニル）－ｓ－トリアジン等のトリア
リールトリアジン類が挙げられ、樹脂１００質量部に対して、０．００１～１０質量部、
より好ましくは、０．０１～５質量部が用いられる。
【０１２１】
　前記ヒンダードアミン化合物としては、例えば、２，２，６，６－テトラメチル－４－
ピペリジルステアレート、１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジルステアレ
ート、２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジルベンゾエート、ビス（２，２，６
，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケート、ビス（１，２，２，６，６－ペンタ
メチル－４－ピペリジル）セバケート、テトラキス（２，２，６，６－テトラメチル－４
－ピペリジルブタンテトラカルボキシレート、テトラキス（１，２，２，６，６－ペンタ
メチル－４－ピペリジルブタンテトラカルボキシレート、ビス（２，２，６，６－テトラ
メチル－４－ピペリジル）・ジ（トリデシル）－１，２，３，４－ブタンテトラカルボキ
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シレート、ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）・ジ（トリデシ
ル）－１，２，３，４－ブタンテトラカルボキシレート、ビス（１，２，２，６，６－ペ
ンタメチル－４－ピペリジル）－２－ブチル－２－（３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロ
キシベンジル）マロネート、１－（２－ヒドロキシエチル）－２，２，６，６－テトラメ
チル－４－ピペリジノール／コハク酸ジエチル重縮合物、１，６－ビス（２，２，６，６
－テトラメチル－４－ピペリジルアミノ）ヘキサン／ジブロモエタン重縮合物、１，６－
ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジルアミノ）ヘキサン／２，４－ジク
ロロ－６－モルホリノ－ｓ－トリアジン重縮合物、１，６－ビス（２，２，６，６－テト
ラメチル－４－ピペリジルアミノ）ヘキサン／２，４－ジクロロ－６－第三オクチルアミ
ノ－ｓ－トリアジン重縮合物、１，５，８，１２－テトラキス〔２，４－ビス（Ｎ－ブチ
ル－Ｎ－（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）アミノ）－ｓ－トリアジン
－６－イル〕－１，５，８，１２－テトラアザドデカン、１，５，８，１２－テトラキス
〔２，４－ビス（Ｎ－ブチル－Ｎ－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジ
ル）アミノ）－ｓ－トリアジン－６－イル〕－１，５，８，１２－テトラアザドデカン、
１，６，１１－トリス〔２，４－ビス（Ｎ－ブチル－Ｎ－（２，２，６，６－テトラメチ
ル－４－ピペリジル）アミノ）－ｓ－トリアジン－６－イルアミノウンデカン、１，６，
１１－トリス〔２，４－ビス（Ｎ－ブチル－Ｎ－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－
４－ピペリジル）アミノ）－ｓ－トリアジン－６－イルアミノウンデカン等のヒンダード
アミン化合物が挙げられる。
【０１２２】
　前記造核剤としては、ｐ－ｔ－ブチル安息香酸アルミニウム、安息香酸ナトリウム等の
芳香族カルボン酸金属塩；ジナトリウム－ビシクロ［２，２，１］ヘプタン－２，３－ジ
カルボキシラート等の脂環族カルボン酸金属塩；ビス（２，４－ジ第三ブチルフェニル）
リン酸ナトリウム、ビス（２，４－ジ第三ブチルフェニル）リン酸リチウム、ナトリウム
－２，２’－メチレンビス（４，６－ジ第三ブチルフェニル）ホスフェート等の酸性リン
酸エステル金属塩；ジベンジリデンソルビトール、ビス（メチルベンジリデン）ソルビト
ール等の多価アルコール誘導体等が挙げられる。
【０１２３】
　前記難燃剤としては、ハロゲン系難燃剤、赤燐、リン酸メラミン、リン酸グアニジン、
リン酸エステル化合物、ホスファゼン化合物等のリン系難燃剤、メラミンシアヌレート等
の窒素系難燃剤、水酸化マグネシウム、水酸化アルミニウム等の金属水酸化物が、難燃助
剤としては、三酸化アンチモン、ホウ酸亜鉛等の無機化合物、ポリテトラフルオロエチレ
ン等のドリップ防止剤等が挙げられる。
【０１２４】
　前記ハイドロタルサイト類としては、天然物でも合成品でもよく、表面処理の有無や結
晶水の有無によらず用いることができる。例えば、下記一般式（１２）、
　ＭｘＭｇｙ　Ａｌｚ　ＣＯ３（ＯＨ）ｘｐ＋２ｙ＋３ｚ－２・ｎＨ２Ｏ　　（１２）
（式中、Ｍはアルカリ金属又は亜鉛を、ｘは０～６の数を、ｙは０～６の数を、ｚは０．
１～４の数を、ｐはＭの価数を、ｎは０～１００の結晶水の数を表す）で表される塩基性
炭酸塩が挙げられる。
【０１２５】
　前記滑剤としては、ラウリルアミド、ミリスチルアミド、ステアリルアミド、ベヘニル
アミド等の脂肪酸アミド、エチレンビスステアリルアミド、ポリエチレンワックス、カル
シウムステアレート、マグネシウムステアレート等の金属石鹸、ジステアリルリン酸エス
テルマグネシウム、ステアリルリン酸エステルマグネシウム等のリン酸エステル金属塩等
が挙げられる。
【０１２６】
　前記充填材としては、タルク、シリカ、炭酸カルシウム、ガラス繊維、チタン酸カリウ
ム、ホウ酸カリウム等の無機物が球状物においては粒径、繊維状物においては繊維径や繊
維長さ及びアスペクト比を適宜選択して用いられる。また、充填材は、必要に応じて表面
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処理したものを用いることが好ましい。
【０１２７】
　前記帯電防止剤としては、例えば、脂肪酸第四級アンモニウムイオン塩、ポリアミン四
級塩等のカチオン系帯電防止剤；高級アルコールリン酸エステル塩、高級アルコールＥＯ
付加物、ポリエチレングリコール脂肪酸エステル、アニオン型のアルキルスルホン酸塩、
高級アルコール硫酸エステル塩、高級アルコールエチレンオキシド付加物硫酸エステル塩
、高級アルコールエチレンオキシド付加物リン酸エステル塩等のアニオン系帯電防止剤；
多価アルコール脂肪酸エステル、ポリグリコールリン酸エステル、ポリオキシエチレンア
ルキルアリルエーテル等のノニオン系帯電防止剤；アルキルジメチルアミノ酢酸ベタイン
等の両性型アルキルベタイン、イミダゾリン型両性活性剤等の両性帯電防止剤が挙げられ
る。係る帯電防止剤は単独で用いてもよく、また、２種類以上の帯電防止剤を組み合わせ
て用いてもよい。
【０１２８】
　また、本発明の樹脂マスターバッチを農業用フィルムに用いる場合には、作物の生長を
制御するために紫外線吸収剤を配合したり、保温性を向上するために赤外線吸収剤を配合
したり、ハウス内に霧が発生したり、フィルム表面が結露して作物に光が十分に届かない
ことがあるので、防曇剤や防霧剤を配合してもよい。
【実施例】
【０１２９】
　以下、実施例により本発明をより詳細に説明する。ただし、本発明は以下の実施例によ
りなんら制限を受けるものではない。
【０１３０】
＜実施例１～５及び７～１９，比較例１～１４＞
　ポリプロピレン（Ｈｏｍｏ－ＰＰ，ＭＩ（メルトインデックス）＝８ｇ/１０ｍｉｎ）
１００質量部に対し、下記表１又は表２記載の配合の如く、（Ｂ）添加剤に（Ｃ）～（Ｅ
）成分等を加えて、ヘンシェルミキサーで２０分間撹拌した。得られた粉末を１７０℃で
押出し機によりペレットとした。
【０１３１】
＜実施例６＞
　ポリプロピレン樹脂をＩｍｐａｃｔ－ＰＰ，ＭＩ＝２５ｇ/１０ｍｉｎに替えた以外は
前記成形加工条件と同様の条件において、下記表１記載の配合に基づき樹脂ペレットを作
製した。
【０１３２】
＜評価項目＞
　樹脂ペレット作製工程におけるストランド強度及び加工性、並びに、得られた樹脂ペレ
ットにおける色調、滲み出し性及びブロッキング性の評価を行った。結果を表１又は表２
に併せて記す。また、各評価法を以下に説明する。
【０１３３】
＜ストランド強度評価＞
　押出し成形時のストランドを手で引っ張って、強く引っ張っても切れないものを○、強
く引っ張ると切れるものを△、軽く引っ張っても切れるものを×としてストランド強度と
して評価した。
【０１３４】
＜量産性評価＞
　３時間以上連続生産可能なものを◎、１～３時間でストランドが切れたものを○、１時
間に１～５回ストランドが切れたものを△、１時間に６回以上切れたものを×として量産
性として評価した。
【０１３５】
＜樹脂ペレットの色調＞
　前記実施例又は比較例によって得られた樹脂ペレットにつき、色差計（スガ試験機株式
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０～３０を△、３０超を×として評価した。
【０１３６】
＜滲み出し性評価＞
　前記実施例又は比較例によって得られた樹脂ペレット５ｇを１２ｃｍ×８ｃｍのろ紙製
の封筒に入れ、５０℃で２４時間後の封筒の質量増加分を添加剤の質量で除して１００分
率を染み出し率とした。染み出し率が大きいものほど、ペレットの品質が保存に適さない
ことを意味する。
【０１３７】
＜ブロッキング性評価＞
　前記実施例又は比較例によって得られた樹脂ペレット２０ｇを１０ｃｍ×６ｃｍのポリ
エチレン製の袋に入れ、８０ｇ／ｃｍ２の荷重をかけて５０℃で１４日保存した。その後
室温で３日間保存してペレットのブロッキング状態を手でほぐすことで確認した。ブロッ
キングが認められなかったものを○、一部ブロッキングしたものを△、全体がブロッキン
グしたものを×としてブロッキング性を評価した。
【０１３８】
　表１及び表２の結果からわかるように、本発明にかかる各実施例においては、製造時の
ストランドの切断が少なく、得られるペレットのベトツキも少ない、取り扱い性に優れた
樹脂添加剤マスターバッチが得られることが確かめられた。それに対して、（Ｃ）成分ま
たは（Ｄ）成分を欠く比較例のマスターバッチは、押し出し成形時のストランド強度が低
く、量産性が悪かった。また、得られたペレットの添加剤のしみ出し、べとつきが多かっ
た。
【０１３９】
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【表１】

＊１：トリス（ｐ－ｔ－ブチル安息香酸）アルミニウム
＊２：１２－ヒドロキシステアリン酸リチウム
【０１４０】
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【表２】

＊１：トリス（ｐ－ｔ－ブチル安息香酸）アルミニウム
＊２：１２－ヒドロキシステアリン酸リチウム
【０１４１】
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【表３】

＊１：トリス（ｐ－ｔ－ブチル安息香酸）アルミニウム
＊２：エチレンビスステアリルアミド
【０１４２】
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【表４】

＊１：トリス（ｐ－ｔ－ブチル安息香酸）アルミニウム
＊２：エチレンビスステアリルアミド
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